
（単位：円）

Ⅰ
1

現金預金 10,455,696 10,457,081 △ 1,385
未収収益 3,097 2,035 1,062
仮払金 44,339 58,121 △ 13,782

10,503,132 10,517,237 △ 14,105
2

地域脱炭素化出資事業基金現金預金 7,545,820,416 7,147,510,876 398,309,540
特定資産に係る未収利息 27,108,455 41,027,402 △ 13,918,947
地域脱炭素化出資事業基金投資有価証券 4,591,785,472 5,959,162,941 △ 1,367,377,469

12,164,714,343 13,147,701,219 △ 982,986,876
12,164,714,343 13,147,701,219 △ 982,986,876
12,175,217,475 13,158,218,456 △ 983,000,981

Ⅱ
1

未払金 67,312,483 74,896,917 △ 7,584,434
未払法人税等 70,000 70,000 －
預り金 258,204 343,614 △ 85,410

67,640,687 75,310,531 △ 7,669,844
67,640,687 75,310,531 △ 7,669,844

Ⅲ
1

国庫補助金 12,164,714,343 13,147,701,219 △ 982,986,876
12,164,714,343 13,147,701,219 △ 982,986,876

（うち基本財産への充当額） （ － ） （ － ） （ － ）
（うち特定資産への充当額） （ 12,164,714,343 ） （ 13,147,701,219 ） （ △ 982,986,876 ）

2 △ 57,137,555 △ 64,793,294 7,655,739
（うち基本財産への充当額） （ － ） （ － ） （ － ）
（うち特定資産への充当額） （ － ） （ － ） （ － ）

正味財産合計 12,107,576,788 13,082,907,925 △ 975,331,137
12,175,217,475 13,158,218,456 △ 983,000,981

正味財産の部
指定正味財産

指定正味財産合計

一般正味財産

負債及び正味財産合計

負債合計

特定資産

特定資産合計
固定資産合計
資産合計

負債の部
流動負債

流動負債合計

貸借対照表

科目 当年度 前年度 増減

資産の部
流動資産

流動資産合計
固定資産

令和8年3月31日現在



（単位：円）

基金事業 法人会計 小計

Ⅰ
1

現金預金 － 10,455,696 10,455,696 － 10,455,696
未収入金 360 － 360 △ 360 －
未収収益 － 3,097 3,097 － 3,097
仮払金 44,339 － 44,339 － 44,339

44,699 10,458,793 10,503,492 △ 360 10,503,132
2

地域脱炭素化出資事業基金現金預金 7,545,820,416 － 7,545,820,416 － 7,545,820,416
特定資産に係る未収利息 27,108,455 － 27,108,455 － 27,108,455
地域脱炭素化出資事業基金投資有価証券 4,591,785,472 － 4,591,785,472 － 4,591,785,472

12,164,714,343 － 12,164,714,343 － 12,164,714,343
12,164,714,343 － 12,164,714,343 － 12,164,714,343
12,164,759,042 10,458,793 12,175,217,835 △ 360 12,175,217,475

Ⅱ
1

未払金 67,312,483 360 67,312,843 △ 360 67,312,483
未払法人税等 70,000 － 70,000 － 70,000
預り金 258,204 － 258,204 － 258,204

67,640,687 360 67,641,047 △ 360 67,640,687
67,640,687 360 67,641,047 △ 360 67,640,687

Ⅲ
1

国庫補助金 12,164,714,343 － 12,164,714,343 － 12,164,714,343
12,164,714,343 － 12,164,714,343 － 12,164,714,343

（うち基本財産への充当額） （ －）（ －）（ －）（ －）（ －）
（うち特定資産への充当額） （ 12,164,714,343）（ －）（ 12,164,714,343）（ －）（ 12,164,714,343）

2 △ 67,595,988 10,458,433 △ 57,137,555 － △ 57,137,555
（うち基本財産への充当額） （ －）（ －）（ －）（ －）（ －）
（うち特定資産への充当額） （ －）（ －）（ －）（ －）（ －）

正味財産合計 12,097,118,355 10,458,433 12,107,576,788 － 12,107,576,788
12,164,759,042 10,458,793 12,175,217,835 △ 360 12,175,217,475

貸借対照表内訳表

正味財産の部
指定正味財産

資産の部
流動資産

流動資産合計
固定資産

科目

令和8年3月31日現在

特定資産

特定資産合計
固定資産合計
資産合計

内部取引消去 合計

一般正味財産

負債及び正味財産合計

負債の部
流動負債

流動負債合計
負債合計

指定正味財産合計



（単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ
1

(1) 経常収益
受取補助金等

受取補助金等振替額 126,363,433 136,294,357 △ 9,930,924
雑収益

受取利息 22,616 7,735 14,881
雑収益 － 1,819,987 △ 1,819,987

126,386,049 138,122,079 △ 11,736,030
(2) 経常費用

人件費
役員報酬 16,524,599 16,777,140 △ 252,541
人件費 50,332,687 57,700,457 △ 7,367,770
福利厚生費 1,463,195 759,154 704,041

物件費
旅費 1,174,266 1,640,016 △ 465,750
諸謝金 5,431,996 7,034,500 △ 1,602,504
光熱水費 341,384 323,297 18,087
印刷製本費 355,842 406,195 △ 50,353
通信運搬費 333,138 345,463 △ 12,325
振込手数料等 132,561 151,415 △ 18,854
委託費 5,123,872 4,768,718 355,154
使用料及び賃借料 12,588,852 12,785,203 △ 196,351
消耗品費 87,710 86,025 1,685
配当金等に係る源泉所得税 17,555,584 17,848,457 △ 292,873
租税公課 7,214,624 1,261,343 5,953,281

118,660,310 121,887,383 △ 3,227,073
当期経常増減額 7,725,739 16,234,696 △ 8,508,957

2
(1) 経常外収益

受取補助金等
受取補助金等振替額 － 495,000,000 △ 495,000,000

－ 495,000,000 △ 495,000,000
(2) 経常外費用

固定資産処分損
特定資産売却損 － 495,000,000 △ 495,000,000

－ 495,000,000 △ 495,000,000
当期経常外増減額 － － －
税引前当期一般正味財産増減額 7,725,739 16,234,696 △ 8,508,957
法人税、事業税及び住民税 70,000 70,000 －
当期一般正味財産増減額 7,655,739 16,164,696 △ 8,508,957
一般正味財産期首残高 △ 64,793,294 △ 80,957,990 16,164,696
一般正味財産期末残高 △ 57,137,555 △ 64,793,294 7,655,739

Ⅱ
受取補助金等

国庫補助金返還額 △ 1,016,768,241 △ 1,572,559,579 555,791,338
一般正味財産への振替額

一般正味財産への振替額 △ 126,363,433 △ 631,294,357 504,930,924
特定資産運用益

特定資産売却益 17,000,000 7,553,000 9,447,000
特定資産受取利息 50,687,609 11,243,056 39,444,553
特定資産受取配当金、分配金及び社債利息 96,954,658 120,782,629 △ 23,827,971

特定資産評価損益等
特定資産評価損益等 △ 4,497,469 28,065,024 △ 32,562,493

当期指定正味財産増減額 △ 982,986,876 △ 2,036,210,227 1,053,223,351
指定正味財産期首残高 13,147,701,219 15,183,911,446 △ 2,036,210,227
指定正味財産期末残高 12,164,714,343 13,147,701,219 △ 982,986,876

Ⅲ 正味財産期末残高 12,107,576,788 13,082,907,925 △ 975,331,137

正味財産増減計算書

自　令和7年4月1日　至　令和8年3月31日

科目

経常外増減の部

経常外収益計

経常外費用計

指定正味財産増減の部

一般正味財産増減の部
経常増減の部

経常収益計

経常費用計



（単位：円）

基金事業 法人会計 小計

Ⅰ
1

(1) 経常収益
受取補助金等

受取補助金等振替額 126,363,433 － 126,363,433 － 126,363,433
雑収益

受取利息 － 22,616 22,616 － 22,616
126,363,433 22,616 126,386,049 － 126,386,049

(2) 経常費用
人件費

役員報酬 16,524,599 － 16,524,599 － 16,524,599
人件費 50,332,687 － 50,332,687 － 50,332,687
福利厚生費 1,463,195 － 1,463,195 － 1,463,195

物件費
旅費 1,174,266 － 1,174,266 － 1,174,266
諸謝金 5,431,996 － 5,431,996 － 5,431,996
光熱水費 341,384 － 341,384 － 341,384
印刷製本費 355,842 － 355,842 － 355,842
通信運搬費 333,138 － 333,138 － 333,138
振込手数料等 132,561 － 132,561 － 132,561
委託費 5,123,872 － 5,123,872 － 5,123,872
使用料及び賃借料 12,588,852 － 12,588,852 － 12,588,852
消耗品費 87,710 － 87,710 － 87,710
配当金等に係る源泉所得税 17,555,584 － 17,555,584 － 17,555,584
租税公課 7,191,325 23,299 7,214,624 － 7,214,624

118,637,011 23,299 118,660,310 － 118,660,310
当期経常増減額 7,726,422 △ 683 7,725,739 － 7,725,739
税引前当期一般正味財産増減額 7,726,422 △ 683 7,725,739 － 7,725,739
法人税、事業税及び住民税 70,000 － 70,000 － 70,000
当期一般正味財産増減額 7,656,422 △ 683 7,655,739 － 7,655,739
一般正味財産期首残高 △ 75,252,410 10,459,116 △ 64,793,294 － △ 64,793,294
一般正味財産期末残高 △ 67,595,988 10,458,433 △ 57,137,555 － △ 57,137,555

Ⅱ
受取補助金等

国庫補助金返還額 △ 1,016,768,241 － △ 1,016,768,241 － △ 1,016,768,241
一般正味財産への振替額

一般正味財産への振替額 △ 126,363,433 － △ 126,363,433 － △ 126,363,433
特定資産運用益

特定資産売却益 17,000,000 － 17,000,000 － 17,000,000
特定資産受取利息 50,687,609 － 50,687,609 － 50,687,609
特定資産受取配当金、分配金及び社債利息 96,954,658 － 96,954,658 － 96,954,658

特定資産評価損益等
特定資産評価損益等 △ 4,497,469 － △ 4,497,469 － △ 4,497,469

当期指定正味財産増減額 △ 982,986,876 － △ 982,986,876 － △ 982,986,876
指定正味財産期首残高 13,147,701,219 － 13,147,701,219 － 13,147,701,219
指定正味財産期末残高 12,164,714,343 － 12,164,714,343 － 12,164,714,343

Ⅲ 正味財産期末残高 12,097,118,355 10,458,433 12,107,576,788 － 12,107,576,788

正味財産増減計算書内訳表

自　令和7年4月1日　至　令和8年3月31日

科目

経常増減の部

経常収益計

一般正味財産増減の部

合計内部取引消去

指定正味財産増減の部

経常費用計



1 ． 重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券

時価のないもの

　 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資等（金融商品取引法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの）については、組合契約等に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を

基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

(2) 消費税等の会計処理
税込方式を採用しております。

2 ． 特定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりであります。

（単位：円）

特定資産

地域脱炭素化出資事業基金現金預金

特定資産に係る未収利息

地域脱炭素化出資事業基金投資有価証券

3 ． 特定資産の財源等の内訳

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりであります。
（単位：円）

特定資産

地域脱炭素化出資事業基金現金預金

特定資産に係る未収利息

地域脱炭素化出資事業基金投資有価証券

4 ． 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりであります。

なお、当機構は、地域脱炭素投資促進ファンド事業費補助金の交付を受けて、地域脱炭素化出資事業基金を造成しております。

当期増加額は主に預金利息や特定資産評価益、特定資産受取配当金、分配金及び社債利息によるものです。

（単位：円）

科　　　　目

科　　　　目

合　　　　計

合　　　　計

27,108,455 (27,108,455) － －

4,591,785,472 (4,591,785,472) － －

12,164,714,343 －(12,164,714,343) －

財務諸表に対する注記

5,959,162,941 107,120,000 1,474,497,469 4,591,785,472

27,108,45527,108,455 41,027,402

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に
対応する額）

7,545,820,416 (7,545,820,416) －

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

7,147,510,876 1,648,561,214 1,250,251,674 7,545,820,416

41,027,402

12,164,714,343

－

13,147,701,219

　地域脱炭素投資促進ファンド事業
　費補助金

1,782,789,669 2,765,776,545

前期末残高

13,147,701,219 164,642,267

当期増加額
貸借対照表上の

記載区分
当期減少額 当期末残高交付者

環境省

　　　地域脱炭素化出資事業基金

補助金

13,147,701,219

1,147,629,143合　　計

補助金等の名称

指定正味財産164,642,267 1,147,629,143 12,164,714,343

12,164,714,343



5 ． 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 
（単位：円） 　

6 ． 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

(3) 金融商品のリスクに係る管理体制

7 ． 関連当事者との取引の内容

当法人を支配する法人

東京都
港区

被所有
直接100%

内　　　　容

合　　　　計

取引の内容
取引金額

（円）
科目

期末残高
（円）

出向受入
（注２）

50,332,687 未払金 65,877,683

（注１）上記の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれております。
（注２）出向受入については、当法人への出向者の人件費を勘案して決定しております。

種類 法人等の名称 事業の内容
議決権の
所有割合

－ 出向受入等

関係内容

役員の兼務
等

事業上の関
係

当法人
を支配
する法

人

株式会社脱
炭素化支援

機構

脱炭素に資
する事業に
対する資金

供給

住所
資産総額
（千円）

64,060,672

地域脱炭素化出資事業基金投資有価証券のうち、株式、債券、組合出資金については、発行体の信用リスクにさらされて
います。

① 出資規程等に基づく取引
金融商品の取引は、当機構の出資規程、出資取扱規程、出資委員会設置規程等に基づき行っております。

② 信用リスクの管理
モニタリング規程等に基づき、定期的に発行体の財務状態等を把握し、リスク評価を行い、理事会に報告しておりま
す。

　当機構は、地域脱炭素投資促進ファンド事業費補助金の執行団体として、「地域における地球温暖化対策のための事業
を行う事業者（以下「対象事業者」という。）又は対象事業者に出資を行う団体（平成２８年度以前に出資の決定をした団体
に限る。）を出資（劣後特約付金銭消費貸借による資金の貸付け（劣後特約付社債の引受けを含む。）を含む。但し、対象
事業者に限る。）により支援する」という目的に基づき、投資を行っております。
　また、余裕資金については、資金の流動性及び安全性を確保するため、短期的な預金や定期預金により運用を行って
おります。

126,363,433

経常収益への振替額

金額

126,363,433
基金事業に係る事務費計上による振替
額



特定資産については、財務諸表に注記を記載しているため内容の記載を省略しております。

附属明細書


